
令和 7 年度実施施策に係る政策評価書（事後評価） 7 - ⑱ )

目標 ４－７

令和 8年 9月

基準年度 目標年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

45 85 90 95 98 100 －

80 86 90 調査前 － － －

85 85 85 85 － － －

88 87 87 調査前 － － －

55 70 70 70 － － －

66 78 86 調査前 － － －

- 35 40 45 50 55 －

31 34 35 調査前 － - －

-
都道府県100

市町村30
都道府県100

市町村35
都道府県100

市町村40
都道府県100

市町村45
都道府県100

市町村50
－

都道府県96
市町村27

都道府県96
市町村30

都道府県96
市町村33

調査前 － － －

(1)

大規模災害に
備えた廃棄物
処理体制検
討・拠点整備
事業
（平成26年
度）

1,2,5 4845 (5) － － － (9) － － － (13) － － － (17) － － －

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

第五次循環型社会形成推進基本計画 ×5

災害廃棄物に
係る教育・訓
練の実施率
(%)

都道府県91
市町村21

R2年度

都道府県
100

市町村
60

R12年度

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進基本計画 ○

4

市町村の災
害廃棄物処
理計画におけ
る水害の想定
率(%)

23 R2年度 60 R12年度 第五次循環型社会形成推進基本計画 ×

3

日本海溝・千
島海溝周辺
海溝型地震
防災対策推
進地域におけ
る災害廃棄物
処理に関する
計画策定率
(%)

51 R3年度 70 R7年度

第五次循環型社会形成推進基本計画 ○

2
ごみ焼却施設
における老朽
化対策率(%)

77 H25年度 85 R7年度
廃棄物処理施設整備計画
国土強靱化基本計画

○

1

市町村におけ
る災害廃棄物
処理に関する
計画策定率
(%)

8 H25年度 100 R12年度

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠 達成年度ごとの実績値

達成すべき目標 東日本大震災等の教訓を踏まえ、災害廃棄物の適正かつ円滑・迅速な処理について、平時の備えから大規模災害発生時の対応も含めた対策の推進を図る。
政策体系上の

位置付け
４．資源循環政策の推進

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

・第六次環境基本計画（令和6年5月21日閣議決定）第3部等
・第五次循環型社会形成推進基本計画（令和６年８月２日閣議決定）５．４．２等
・廃棄物処理施設整備計画（令和５年６月30日閣議決定）２．（５）等
・国土強靱化基本計画  （令和５年７月28日閣議決定）第３章等

（環境省

施策名 大規模災害等の教訓を踏まえた災害廃棄物対策 担当部局名 環境再生・資源循環局環境再生事業担当参事官室災害廃棄物対策室

施策の概要 災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理するための対策を推進する。 政策評価実施予定時期 政策評価実施時期



(2)

災害等廃棄
物処理事業
費補助金等
（昭和49年
度）

3,4 4841 (6) － － － (10) － － － (14) － － － (18) － － －

(3)

廃棄物処理
施設災害復
旧事業
（平成23年
度）

- 4844 (7) － － － (11) － － － (15) － － － (19) － － －

(4) － － － (8) － － － (12) － － － (16) － － － (20) － － －

目標達成が
出来なかっ
た要因、そ
の他施策の

課題等

政策評価を行う過程
において使用した資
料その他の情報

災害廃棄物処理対策の取組状況等の調査結果　等

【測定指標】

学識経験を有する者
の知見の活用

＜参考：施策の実施における活用状況＞
災害廃棄物対策推進検討会　等

ＳＤＧｓ目標との関係

【主な目標】 

・令和６年能登半島地震をはじめとする災害の発災時に、大量に発生した災害廃棄物や被災地で日々発生するし尿・生活ごみを、
全国の市町村や民間事業者等（災害廃棄物処理支援ネットワーク等）の連携・協力による人的支援・収集運搬支援等によって、適
正かつ迅速に処理すること、また、そのための平時からの備えを進めることで、被災地の生活環境の保全及び公衆衛生の向上を
図っており、目標3番「全ての人に健康と福祉を」や、目標11番「住み続けられるまちづくりを」の達成に貢献できた。

【副次的効果が期待される目標】

・災害廃棄物の適正な処理の推進、更なる循環利用及び処理事業の効率化を進めるために、基準や指針等を見直すことで、目標
12番「つくる責任つかう責任」の達成に貢献できた。

評
価
結
果

（各行政機関共通区分） ③相当程度進展あり

測定指標４について、これまでの処理計画は地震被害が主に想定されていたが、昨今の災害の状況を踏まえ、水害時に迅速に対応できるよう水害の想定率を処理計画の対象に加える必要がある。また、測定指標５について、事前の備えとして自治体では災害廃棄物処理計画を策定して
いるが、計画の実効性向上のためには、発災時の対応手順を訓練等により日頃から確認しておくといった対応が、発災時の迅速な災害廃棄物処理体制の構築に有効である。
一方、自治体のマンパワー不足や専門知識の不足等により、災害廃棄物処理計画における水害の想定率や教育・訓練の実施率については、令和６年度の目標達成度合いが伸び悩んだことが実態調査により明らかになった。それを踏まえ、令和８年３月には「環境省設置法の一部を改正
する法律案」を国会に提出し、地方環境事務所の災害廃棄物対策体制の拡充を図るとともに、令和８年４月には「廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の一部を改正する法律案」を国会に提出し、平時・発災時の自治体の災害廃棄物対策を支援する専門支援機関の措置等を検討してい
る。この専門支援機関を活用し、職員のレベルに応じた支援・受援に関する研修・訓練の標準カリキュラムを作成すること等により支援を進めていく。合わせて、中小規模自治体における災害廃棄物処理計画策定に関する支援の強化や、策定済みの計画についてもこれまでの災害で得られ
た知見を踏まえ、実効性確保を目的とした見直しを実施していくことが必要となっているところ、地方事務所の職員や専門支援機関を活用しつつ、近年の災害対応から得た課題を踏まえた災害廃棄物処理体制の構築を図っていく。

次期目標等
への

反映の方向
性

【施策】

目標達成度
合いの

測定結果
（判断根拠）

測定指標１,２,３において令和６年度目標達成（令和７年度は調査前）。測定指標４,５においては進展があったものの令和６年度目標未達（令和７年度は調査前）。測定指標４、５については、後述する廃棄物処理法改正案により自治体への支援体制強
化を図ることとしており、措置予定の専門支援機関を活用することで、目標年度（令和12年度）の目標値は達成の見込み。

・近年の災害対応から得た課題を踏まえた、災害廃棄物処理計画等の策定・充実及び実効性向上や災害廃棄物処理体制の構築を図り、災害廃棄物処理の更なる迅速化の取組を進めていく。

・測定指標１、４、５については、目標達成に向けて着実に進展しており引き続き実施する。
・測定指標２については、目標年次に達した且つ、目標達成したため、令和８年度以降は指標を設定しない。
・測定指標３については、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進基本計画で定めるR7年度の目標年次に達した且つ、目標達成したため、令和８年度以降は指標を設定しない。


